
区分 内容 当センターの取り組み・体制

幅広い高度な専門性に基
づく発達支援・家族支援
機能

専門職による発達支援、家族
支援の実施体系

専門職の常勤配置と発達支援の実施

公認心理士、作業療法士、言語聴覚士、社会福祉士、保育士、栄養士といった多職種の専門職を常勤で配置し、子どもの
多様な発達課題にきめ細かく対応できる体制を整え、個別支援計画に基づき発達支援を実施しています。
保護者支援への体制強化
公認心理士による、発達相談や、発達検査の実施。又、他専門職による発達相談、個別面談等を実施しています。
保護者同士の繋がりの場の提供
クラス単位の親子行事を設け、親同士が顔を合わせて、気軽の相談できる場を設けています。又、年に1回保護者勉強会
を行い、情報共有の場を設けています。

地域の障害児支援事業
所へのスーパーバイズ・コ
ンサルテーション機能

他事業所等への助言・研修・
相談対応

地域事業所等との連携・相談対応
地域の障害児通所事業所などからの相談や、事業所立ち上げの際の助言など、随時柔軟に対応しています。
市内の障害児通所事業所等が集う事業所連絡会を年に4回実施。合同行事や勉強会等を実施しています。

地域のインクルージョン推
進の中核機能

地域の保育園(こども園）・学
校等との連携、インクルーシブ
教育の推進

保育所等訪問に支援による多機能連携
保育所等訪問支援にて、地域の保育園・こども園・小学校・中学校へ訪問しています。訪問支援員（心理士）が訪問し、利
用児童のみならず、気になる園児や児童生徒への支援の助言、支援者の困り感や、不安の軽減における支援を実施して
います。又、インクルーシブ教育推進の為、保育、教育現場での合理的配慮や支援方法の検討・情報提供を行っています。
巡回専門員派遣事業の巡回支援
市内の保育園・こども園等を巡回し、発達障がいの早期発見・早期対応を推進。専門員が保育士や保護者に対し、特性に
応じた関わり方や環境調整の助言を行い、子どもの発達段階に応じた支援体制を構築しています。
地域の保育施設等からの相談・研修の機会の提供
市内の保育施設からの相談や、要望に応じ、各施設等に出向いての研修会等を実施しています。
保育の質向上研修会の講師等を努め、障害への理解や、環境への配慮、発達特性に沿った支援のあり方における学びの
機会を提供しています。
子供が集う場所等、地域機関からの相談援助
必要に応じた相談援助、又は各機関へ出向いての相談や助言等を臨機応変に実施しています。

こども発達支援センターココイク
令和6年度　　地域の障がい児に対する支援体制と中核機能としての体制の確保に関する取り組みの実施状況（公表）
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地域の発達支援の入り口
としての相談機能

初期相談、情報提供、地域相
談

地域の関係機関からの相談においては、相談内容に応じて、対応する専門職を選定し、来所相談・電話やメール等での相

談・機関からの相談による間接相談を行っています。
個人からの相談においても同様に、相談内容に応じて、対応する職員を選定し、プライバシーの保護に基づきながら対応さ
せて頂いています。

センター機能の質の向上
と人材育成

職員に対する研修機会の提供

事業所内でにおいても年に2回施設内研修会を実施しています。その他、各個人のスキルアップを目標とした施設外での
研修の機会の提供や、日々の療育活動におけるチームでの振り返り時間の確保、支援会議の開催における支援のあり方
の検討、統一を図っています。専門職が常勤にて配置されている事もあり、日々の支援において随時助言を受ける事が出
来るよう体制を整えています。

専門人材の配置状況 配置している専門職種・人数
作業療法士2名。公認心理師1名、臨床心理士1名、言語聴覚士2名、栄養士1名、社会福祉士1名、保育士9名、児童指
導員1名、嘱託医1名

地域関係機関との連携 協議会等への参加状況

自立支援協議会
自立支援協議会においては、全体会、療育部会、それぞれへ参画させて頂き、発達障がい児童支援、地域の社会福祉にお
ける政策提言や地域連携強化へと繋げています。
子ども子育て支援会議
地域の子育てにおける機関とテーブルを囲み、子育て施策に関する提言を行っています。
要対協実務者会議
要支援世帯の支援において、専門機関と共に、発達障がいの特性を踏まえた助言や支援の提案を行っています。

自己評価・外部評価の実
施

自己評価・第三者評価実施状
況

年に1回の保護者評価・自己評価・外部評価（糸満市障がい福祉課より）実施し、結果を公表しています。

公表の方法 公表の頻度・媒体
保護者評価・自己評価においては沖縄県へ提出し、ホームぺージへの公表（1回/年）。外部評価においてもホームページ
にて公表（1回/年）


